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３  各種計画の策定について 

（1） 個別施設計画（厚生労働省インフラ長寿命化計画による） 

平成 25 年 11 月に、インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議により「インフラ長寿命化基

本計画」がとりまとめられ、各省庁及びインフラの管理者（水道施設の場合は水道事業者）は、それぞれ「行

動計画」と「個別施設計画」を作成することとされた。 

厚生労働省では、平成 27 年３月、「厚生労働省インフラ長寿命化計画（行動計画）」を策定し、令和２年

度で計画期間が満了することから、令和３年３月新計画を策定した。 

水道事業者は、行動計画に基づき、水道施設毎の具体の対応方針を定める計画として、個別施設ごとの

長寿命化計画（個別施設計画）の策定が求められている（KPI：2022 年度末で策定率 100%）が、既に同種・

類似の計画を策定している場合には、当該計画をもって、個別施設計画に代えることができるとされている。 

厚生労働省インフラ長寿命化計画（行動計画）https://www.mhlw.go.jp/topics/2015/04/tp0416-01.html 
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（2） 水安全計画 

WHO では、食品製造分野で確立されている HACCP (Hazard Analysis and Critical Control Point)の考

え方を導入し、水源から給水栓に至る各段階で危害評価と危害管理を行い、安全な水の供給を確実にする

水道システムを構築する「水安全計画」を提唱している。 

厚生労働省も同計画の策定を推進しており、これまでガイドライン、ケーススタディ、作成支援ツール等の

作成・公表を行い、水安全計画の策定を求めている。 

水安全計画について

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/suishitsu/07.html 
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４  水道における災害対策・危機管理 

（1） 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 

「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（平成 30 年度～令和２年度）が終了し、令和３年度

からは「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」が掲げられている。 
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＜兵庫県内上水道・用水供給事業の水道施設の耐震化状況（令和２年度末）＞

令和２年度水道統計調査結果より作成

全浄水施設能力
（m3/日）

耐震化浄水施設
能力（m3/日）

耐震化率
（％）

全有効容量
（m3）

耐震化有効容量
（m3)

耐震化率
（％）

(A) (B) (B/A) (A) (B) (B/A)

神戸市（市街地） 240,000 56,000 23.3 578,546 485,396 83.9

尼崎市 84,650 0 0.0 30,025 22,225 74.0

高砂市 83,000 0 0.0 37,000 37,000 100.0

豊岡市 72,594 35,983 49.6 38,194 16,586 43.4

西宮市 55,020 0 0.0 48,887 26,284 53.8

篠山市 10,897 3,155 29.0 16,129 14,130 87.6

姫路市 164,154 19,104 11.6 143,598 62,615 43.6

明石市 122,200 41,200 33.7 79,680 70,530 88.5

宍粟市 20,059 2,291 11.4 17,586 5,482 31.2

伊丹市 90,000 0 0.0 23,162 23,162 100.0

芦屋市 9,695 1,710 17.6 16,754 6,600 39.4

三田市 11,110 5,000 45.0 44,114 26,035 59.0

西播磨水道企業団 27,500 24,000 87.3 32,129 20,690 64.4

赤穂市 61,500 21,150 34.4 19,409 14,840 76.5

宝塚市 43,100 43,100 100.0 62,046 21,616 34.8

加古川市 67,900 8,200 12.1 78,620 16,900 21.5

たつの市 27,930 14,489 51.9 16,676 3,030 18.2

香美町 14,118 8,104 57.4 10,968 1,703 15.5

養父市 17,982 15,161 84.3 14,739 6,983 47.4

川西市 12,351 12,351 100.0 46,708 28,358 60.7

西脇市（西脇） 8,600 6,900 80.2 13,272 12,937 97.5

加東市 7,800 0 0.0 21,790 1,399 6.4

加西市 0 0 - 13,120 0 0.0

三木市 15,800 6,850 43.4 35,443 33,592 94.8

小野市 14,900 12,100 81.2 25,460 18,015 70.8

太子町 20,100 20,100 100.0 16,000 16,000 100.0

丹波市（中央） 24,659 14,190 57.5 16,391 6,326 38.6

上郡町 8,000 8,000 100.0 10,900 6,120 56.1

福崎町 8,200 7,100 86.6 10,701 2,800 26.2

市川町 7,700 3,500 45.5 3,964 1,790 45.2

朝来市 16,900 3,632 21.5 15,324 3,000 19.6

西脇市（黒田庄） 4,500 4,500 100.0 2,660 2,400 90.2

稲美町 16,790 1,300 7.7 10,995 7,400 67.3

神戸市（六甲山） 1,000 0 0.0 1,580 1,580 100.0

猪名川町 2,200 400 18.2 16,907 12,399 73.3

多可町 11,416 7,297 63.9 6,978 2,191 31.4

新温泉町 8,132 1,800 22.1 6,220 2,932 47.1

播磨町 18,600 18,000 96.8 13,500 2,000 14.8

丹波市（山南） 6,400 6,400 100.0 3,441 1,050 30.5

播磨高原広域事務組合 8,000 8,000 100.0 5,020 1,590 31.7

神河町 5,250 3,533 67.3 4,260 1,554 36.5

淡路広域水道企業団 87,651 23,884 27.2 113,221 62,548 55.2

丹波市（市島） 4,396 2,330 53.0 3,825 1,135 29.7

阪神水道企業団 1,289,900 694,900 53.9 261,500 165,000 63.1

市川町（用供） 5,100 0 0.0 0 0 -

兵庫県（企業庁） 431,370 431,370 100.0 13,760 13,760 100.0

合　　　　　　計 3,269,124 1,597,084 48.9% 2,001,202 1,289,683 64.4%

全国　： 38.0% 全国　： 60.8%

浄水施設の耐震化状況 配水池の耐震化状況
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令和２年度水道統計調査結果より作成

　 延長(m)

(A) (B) (C) (B/A) (C/A)

1 神戸市（市街地） 1,120,793 833,291 650,532 74.3 58.0

2 尼崎市 144,376 72,237 72,237 50.0 50.0

3 高砂市 21,145 530 530 2.5 2.5

4 豊岡市 144,140 24,509 24,509 17.0 17.0

5 西宮市 183,419 108,137 74,534 59.0 40.6

7 篠山市 84,696 49,193 32,633 58.1 38.5

8 姫路市 343,962 107,069 82,992 31.1 24.1

9 明石市 118,226 81,988 13,360 69.3 11.3

10 宍粟市 133,584 43,094 9,655 32.3 7.2

13 伊丹市 42,848 38,034 8,333 88.8 19.4

14 芦屋市 31,827 20,628 11,102 64.8 34.9

16 三田市 36,325 25,325 6,519 69.7 17.9

18 西播磨水道企業団 333,514 125,300 9,663 37.6 2.9

19 赤穂市 21,943 2,834 2,834 12.9 12.9

20 宝塚市 99,493 25,841 21,383 26.0 21.5

21 加古川市 93,622 27,177 27,177 29.0 29.0

22 たつの市 429,007 48,182 29,356 11.2 6.8

23 香美町 43,239 1,023 1,023 2.4 2.4

24 養父市 102,020 29,058 7,851 28.5 7.7

25 川西市 68,927 9,869 9,869 14.3 14.3

27 西脇市（西脇） 68,501 43,541 32,882 63.6 48.0

32 加東市 38,813 10,380 10,380 26.7 26.7

36 加西市 5,632 1,943 1,425 34.5 25.3

37 三木市 85,961 27,413 20,841 31.9 24.2

38 小野市 46,714 37,739 23,741 80.8 50.8

39 太子町 11,331 4,467 4,340 39.4 38.3

45 丹波市（中央） 74,547 38,637 37,503 51.8 50.3

56 上郡町 106,705 86,492 10,827 81.1 10.1

57 福崎町 64,477 13,717 12,673 21.3 19.7

60 市川町 4,655 540 540 11.6 11.6

65 朝来市 46,969 16,786 16,786 35.7 35.7

68 西脇市（黒田庄） 7,464 1,724 597 23.1 8.0

71 稲美町 12,699 11,854 2,076 93.3 16.3

75 神戸市（六甲山） 9,858 9,415 7,525 95.5 76.3

78 猪名川町 24,778 6,863 2,627 27.7 10.6

80 多可町 47,711 1,213 1,213 2.5 2.5

85 新温泉町 31,843 4,126 4,126 13.0 13.0

86 播磨町 14,465 9,672 2,399 66.9 16.6

90 丹波市（山南） 16,834 8,100 7,517 48.1 44.7

94 播磨高原広域事務組合 40,947 36,449 4,046 89.0 9.9

95 神河町 13,244 35 35 0.3 0.3

97 淡路広域水道企業団 455,811 151,701 93,869 33.3 20.6

98 丹波市（市島） 23,137 8,082 7,926 34.9 34.3

501 阪神水道企業団 164,788 115,393 109,686 70.0 66.6

502 市川町 5,619 4,329 4,329 77.0 77.0

506 兵庫県 268,227 187,413 104,142 69.9 38.8

合計 5,288,836 2,511,343 1,620,143 47.5% 30.6%

全国　： 40.7% 26.8%
*1　導水管延長、送水管延長、配水本管延長の合計

*2　（基幹管路のうち）以下管種の延長の合計
ダクタイル（耐震継手）、鋼管、水道配水用ポリエチレン管、ステンレス、ダクタイル鋳鉄（K型）、硬質塩ビ管（RRロング）

*3　（基幹管路のうち）以下管種の延長の合計
ダクタイル（耐震継手）、鋼管、水道配水用ポリエチレン管、ステンレス

＜兵庫県内上水道・用水供給事業の基幹管路の耐震化状況（令和２年度末）＞

基幹管路*1

総延長(m)

耐震適合性のある管*2の 耐震
適合率(%)

耐震管率(%)耐震管*3

の延長(m)
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（2） 災害発生時の連絡体制 

渇水、風水害、地震等による断減水状況については、昭和 54 年３月 23 日付け環水第 39 号にて厚生労

働省への報告が求められ、その様式等については平成２５年１０月２５日付け健水発１０２５第１号（最終改正

令和２年２月 27 日）で定められている。 

 

 水道事業者及び水道用水供給事業者においては、休日・夜間等の非常時にも遅滞なく断減水等状況

を共有できるよう、平素より管轄の健康福祉事務所等との連絡体制を構築すること。 

 

 

  

‧ 自然災害の場合、大臣認可を含む水道事業者及び水道用水供給事業者は、県に断減水等の状

況について報告し、県は厚生労働省へ県内の状況を報告する。 

‧ 自然災害及び渇水による断減水等被害の報告は、原則は実際に断減水等被害が生じる、または

生じるおそれがある場合に情報提供をお願いしているが、自然災害の規模が大きい場合には、被

害がない旨の報告も必要となる。 

留意事項 
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（3） 災害復旧費・災害査定 

異常なる天然現象による被害を受けた水道施設を原型に復旧する事業については、上水道施設災害復

旧費及び簡易水道施設災害復旧費補助金を活用できる。 

 

 

 

 

‧ 応急仮工事の額を除いた復旧費が、以下の限度額及び現在給水人口×130 円（簡水は 110 円）

で求める金額を上回ること。 

上水道事業または水道用水供給事業 県 7,200 千円、市 1,900 千円、町村 1,000 千円 

簡易水道事業 市 1,000 千円、町村 500 千円 

‧ 災害原因である「異常なる天然現象」は「災害復旧事業の実務に関する手引き」に掲げるもので、

申請者は事実を説明する責任がある。 

‧ 通常の災害復旧費補助金では給水管を対象としない。ただし、大規模災害の場合は災害ごとに交

付要綱等が策定されることがある。 

‧ 被災状況の説明のため、写真やメーカーからの使用不可証明書等の記録を必ず残すこと。 

留意事項 
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（4） サイバーセキュリティ対策 

○ 電子計算機にはサイバーセキュリティ対策を講ずること（水道施設基準第１条第１１の２項） 

・ 施設の運転を管理する電子計算機が水の供給に著しい支障を及ぼすおそれがないように、サイバー

セキュリティを確保するために必要な措置が講じられていること。（施設基準；令和２年４月１日施行） 

‧ 「施設の運転を管理する電子計算機」：制御系システム（浄水場の監視制御、ポンプ場の運転、水

運用等）に使用されている電子計算機をいう。 

「電子計算機」：コンピューター全般を指し、情報システムを構成するサーバ、端末、周辺機器

等の装置全般 

‧ 具体には以下の措置を講じること 

アクセス時主体認証を行うことができる機能を有すること。 

アンチウイルスソフトウェアが導入され、常に最新の状態が保たれていること。 

また、自動検査機能が有効となっていること。 

サポートが終了したＯＳが使用されていないこと（外部ネットワークからの分離等、不正プログラ

ムの進入を防ぐ措置が講じられている場合を除く）。 

電子計算機は、障壁、施錠等により他の区域から隔離され、人の入退出を管理することができ

る場所に設置すること。 

可搬性のあるモバイルパソコン等についてはこの限りではないが、施錠できる保管庫で保管す

ること、常に携帯することなど、盗難等のおそれがないよう適切に管理すること 

留意事項 
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５  認可等について 

（1） 変更認可、軽微な変更届、認可申請書記載事項変更届、休廃止許可 

○ 認可を受けた内容から変更を行う際には、あらかじめ変更認可申請又は軽微な変更届

を届出ること（第 10 条） 

給水区域の拡張、給水人口・給水量の増加、水源種別の変更、取水地点の変更浄水方法の変更の際

は、あらかじめ変更認可申請を行い、認可権者からの認可を受けること。（変更内容によっては変更認可

を要さず、あらかじめ認可権者への届出（軽微な変更届）を行うこととされる。） 

いずれも、当該事業に着手するより前に、認可権者から変更認可または届出内容の確認を受ける必要が

ある。 

‧ 変更認可（軽微な変更）について、必要書類の準備に時間を要し（例：１年分の水質検査結果）、ま

た、審査にも時間を要することから、十分な準備期間を確保するとともに、認可権者との事前協議

を行うこと。 

‧ 以下の変更が生じたときには、すみやかに認可申請書記載事項変更届を届け出ること。 

申請者の住所、氏名（法人等の場合主たる事務所の所在地、代表者氏名） 

水道事務所の所在地 

‧ 事業の休廃止を行うには、あらかじめ認可権者の許可を受けること。（許可がなければ、休廃止す

ることはできない） 

ただし、水道事業の全部譲り渡しを行う場合は、許可は不要になる。（あらかじめ届出は必要） 

留意事項 
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変更認可（軽微な変更）を要する場合  

‧ 給水区域の拡張 

‧ 給水人口、給水量の増加 

 既認可の給水人口（量）に対し、実績給水人口（量）が 事業計画に記載された各年度の給水人

口（量）を上回った場合 

 当初見込んでいなかった開発により給水人口（量）の増加が予想される場合等 

‧ 水源種別の変更 

 既存の水源の種別を変更する場合 

 新規水源を追加する場合 等 

‧ 取水地点の変更 

 工事設計書等に記載した地点から変更する場合（地下水の採水層を変更する場合も含まれる） 

新規水源を追加する場合 

 予備水源を常時水源に変更する場合 等 

‧ 浄水方法の変更 

 浄水処理工程の変更・追加・一部工程廃止を行う場合（pH 調整設備の追加も含まれる） 

 水源と浄水処理工程の組み合わせを変更する場合 

 既認可施設の処理目的（処理対象物質等）を変更する場合 

（エアレーションの目的を遊離炭酸除去からトリクロロエチレン除去に変更する場合等） 

 大幅な設計書源の変更等により浄水処理能力・処理機能を変更する場合（UF 膜を NF 膜に変

更する等） 

 

 

 

 

 

水道事業等の認可等の手引き（厚生労働省水道課）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/hourei/index_00001.h

tml [ページ中段参照] 


